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上 場 会 社 名            株式会社  丸  順 上場取引所           名古屋証券取引所(第二部)

コ ー ド 番 号            ３４２２ 本社所在都道府県     岐阜県
問 合 せ 先            責任者役職名        経理部長    

氏 名        瀬川  豊    ＴＥＬ  （ 0584 ） 89 － 8181
決算取締役会開催日  平成14 年５月23 日 中間配当制度の有無              有
定時株主総会開催日  平成14 年６月25 日 単元株制度採用の有無　　有（１単元　1,000株）

1．14年３月期の業績（平成13 年４月１日～平成14 年３月31 日）

(1)経営成績                                                                                    （百万円未満切捨て）

売 上 高         営 業 利 益         経 常 利 益         

14 年３月期
13 年３月期

百万円       ％
17,012           －
14,951           －

百万円       ％
742           －
708           －

百万円       ％
613           －
593           －

当 期 純 利 益        
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益       

株 主 資 本      
当期純利益率

総 資 本     
経常利益率

売 上 高     
経常利益率

14 年３月期
13 年３月期

百万円   ％
297       －
173       －

   円   銭
33   90
19   78

円    銭
－    －
－    －

          ％
       8.8
       5.7

          ％
       3.8
       3.7

          ％
       3.6
       4.0

（注）①期中平均株式数   14 年３月期     8,770,940株    13 年３月期     8,770,813株

②会計処理の方法の変更       無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

④前期に決算期を変更したため、前期は５月１日から３月31日    まで、当期は４月１日から３月31日    までとなっておりま

す。したがって、期間対応していないため、14年３月    期および13年３月    期の対前期増減率については記載しておりま

せん。

⑤14 年３月期の１株当たり当期純利益は、発行済株式総数から自己株式数を控除して算定しております。

(2)配当状況

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金                
中　　　間 期　　　末

配当金総額
（年間）     

配当性向     
株主資本     
配 当 率     

14年３月期
13年３月期

     円     銭
   10     00
    6     50

     円     銭
    0     00
    0     00

     円     銭
   10     00
    6     50

      百万円
    87
    57

          ％
      29.5
      32.9

          ％
       2.5
       1.7

（注）14年３月    期期末配当金の内訳       普通配当     6円50銭      記念配当     3円50銭

(3)財政状態

総 資 産         株 主 資 本         株 主 資 本 比 率         １株当たり株主資本         

14年３月期
13年３月期

百万円
16,699
15,700

百万円
3,524
3,264

％
21.1
20.8

円      銭
401      87
372      15

（注）①期末発行済株式数   14 年３月期  8,770,940株    13 年３月期  8,771,000株

②期末自己株式数     14 年３月期         60株    13 年３月期         60株

③14年３月    期の１株当たり株主資本は、発行済株式総数から自己株式数を控除して算定しております。

2．15年３月期の業績予想（平成14 年４月１日～平成15 年３月31 日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
売 上 高      経 常 利 益      当期純利益      

中　　間 期　　末

中 間 期     
通 期     

百万円
8,400
16,200

百万円
200
470

百万円
100
240

円    銭
 0    00
－    －

円    銭
－    －
 6    50

円    銭
－    －
 6    50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    27円36銭

※  上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後さまざまな

要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記の業績予想に関する事項は、添付資料の４ページをご参照

下さい。 - 30 -
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１．貸 借 対 照 表          

 (単位：千円)
第 4 3 期     

(平成 13 年３月 31 日)

第 4 4 期     

(平成 14 年３月 31 日)
期　　別

　科　　目 金　　　　　額 構成比 金　　　　　額 構成比

( 資 産 の 部 ) ％ ％

Ⅰ  流 動 資 産          

 1.  現 金 及 び 預 金            1,039,877 1,026,130

 2.  受 取 手 形            295,784 281,799

 3.  売 掛 金            2,078,388 2,466,920

 4.  製 品            68,381 56,987

 5.  原 材 料            72,717 70,749

 6.  仕 掛 品            756,089 1,367,967

 7.  貯 蔵 品            41,294 37,639

 8.  前 払 費 用            19,518 23,488

 9.  繰 延 税 金 資 産            70,924 93,276

10.  関 係 会 社 短 期 貸 付 金            86,730 93,275

11.  未 収 入 金            452,289 351,201

12.  自 己 株 式            24 －

13.  そ の 他            17,548 20,531

14.  貸 倒 引 当 金            △　　　 490 △　　　 542

     流 動 資 産 合 計 4,999,080 31.8 5,889,425 35.3

Ⅱ  固 定 資 産          

 1.  有 形 固 定 資 産           

 (1)  建 物           3,221,562 3,364,903

      減 価 償 却 累 計 額           △ 1,557,655 1,663,907 △ 1,625,179 1,739,723

 (2)  構 築 物           288,619 292,820

      減 価 償 却 累 計 額           △　 195,578 93,040 △ 　207,950 84,870

 (3)  機 械 及 び 装 置           8,061,462 7,895,857

      減 価 償 却 累 計 額           △ 5,820,268 2,241,194 △ 5,956,209 1,939,647

 (4)  車 両 運 搬 具           84,997 90,323

      減 価 償 却 累 計 額           △　　61,901 23,095 △　　68,708 21,615

 (5)  工具、器具及び備品           11,671,273 13,179,026

      減 価 償 却 累 計 額           △ 9,700,191 1,971,082 △11,243,383 1,935,643

 (6)  土 地           1,470,466 1,565,500

 (7)  建 設 仮 勘 定           728,098 223,086

     有 形 固 定 資 産 合 計 8,190,886 52.2 7,510,086 44.9

 2.  無 形 固 定 資 産           

 (1)  借 地 権           63,263 63,263

 (2)  商 標 権           4,028 3,357

 (3)  ソ フ ト ウ ェ ア           22,613 23,179

 (4)  そ の 他           5,615 5,812

     無 形 固 定 資 産 合 計 95,519 0.6 95,612 0.6
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(単位：千円)
第 4 3 期     

(平成 13 年３月 31 日)

第 4 4 期     

(平成 14 年３月 31 日)
期　　別

　科　　目 金　　　　　額 構成比 金　　　　　額 構成比

 3.  投 資 そ の 他 の 資 産           ％ ％

 (1)  投 資 有 価 証 券           1,254,205 1,291,645

 (2)  関 係 会 社 株 式           605,642 639,642

 (3)  関 係 会 社 出 資 金           － 324,560

 (4)  出 資 金           2,065 2,065

 (5)  関係会社長期貸付金           229,215 154,417

 (6)  破 産 債 権 等           5,324 3,623

 (7)  長 期 前 払 費 用           15,728 17,139

 (8)  繰 延 税 金 資 産           335 1,910

 (9)  会 員 権           246,961 219,461

(10)  投 資 不 動 産           － 491,079

(11)  そ の 他           125,747 128,623

(12)  貸 倒 引 当 金           △　　70,342 △　　71,129

     投資その他の資産合計 2,414,882 15.4 3,203,040 19.2

     固 定 資 産 合 計 10,701,289 68.2 10,808,738 64.7

Ⅲ  繰 延 資 産          

 1.  社 債 発 行 差 金            － 1,829

     繰 延 資 産 合 計            － － 1,829 0.0

     資 産 合 計            15,700,369 100.0 16,699,993 100.0

( 負 債 の 部 )

Ⅰ  流 動 負 債          

 1.  支 払 手 形            1,060,060 1,092,127

 2.  買 掛 金            1,362,706 1,448,462

 3.  短 期 借 入 金            560,000 900,000

 4.  １年内返済予定長期借入金            2,237,610 1,931,735

 5.  未 払 金            285,208 221,856

 6.  未 払 費 用            101,176 95,571

 7.  未 払 消 費 税 等            － 65,593

 8.  未 払 法 人 税 等            122,000 126,100

 9.  前 受 金            145,416 384,767

10.  預 り 金            14,824 15,534

11.  賞 与 引 当 金            245,100 244,200

12.  設 備 関 係 支 払 手 形            131,650 60,980

13.  そ の 他            － 9,524

     流 動 負 債 合 計 6,265,752 39.9 6,596,451 39.5

Ⅱ  固 定 負 債          

 1.  社 債            － 100,000

 2.  長 期 借 入 金            5,647,605 5,937,207

 3.  退 職 給 付 引 当 金            244,574 258,054

 4.  役 員 退 職 慰 労 引 当 金            277,194 282,547

 5.  そ の 他            1,088 936

     固 定 負 債 合 計 6,170,461 39.3 6,578,745 39.4

     負 債 合 計 12,436,213 79.2 13,175,197 78.9
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 (単位：千円)
第 4 3 期     

(平成 13 年３月 31 日)

第 4 4 期     

(平成 14 年３月 31 日)
期　　別

　科　　目 金　　　　　額 構成比 金　　　　　額 構成比

( 資 本 の 部 ) ％ ％

Ⅰ  資 本 金          532,550 3.4 532,550 3.2

Ⅱ  資 本 準 備 金          430,800 2.7 430,800 2.6

Ⅲ  利 益 準 備 金          87,365 0.6 94,765 0.6

Ⅳ  そ の 他 の 剰 余 金          

 1.  任 意 積 立 金            

 (1)  別 途 積 立 金           1,511,000 1,511,000 1,561,000 1,561,000

 2.  当 期 未 処 分 利 益           327,107 493,988

     そ の 他 の 剰 余 金 合 計 1,838,107 11.7 2,054,988 12.3

Ⅴ  その他有価証券評価差額金          375,333 2.4 411,718 2.4

Ⅵ  自 己 株 式          － － △　    　25 0.0

     資 本 合 計 3,264,155 20.8 3,524,796 21.1

     負 債 ・ 資 本 合 計 15,700,369 100.0 16,699,993 100.0
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２．損 益 計 算 書          
 (単位：千円)

第 4 3 期     
自　平成 12年５月１日
至　平成 13年３月31 日

第 4 4 期     
自　平成 13年４月１日
至　平成 14年３月31 日

期　　別

　科　　目
金　　　　　額 百分比 金　　　　　額 百分比

％ ％

Ⅰ  売 上 高          14,951,657 100.0 17,012,533 100.0

Ⅱ  売 上 原 価          

 1. 製 品 期 首 た な 卸 高 26,845 68,381

 2. 当 期 製 品 仕 入 高 27,248 10,131

 3. 当 期 製 品 製 造 原 価 12,733,975 14,498,646

　　　合 計           12,788,068 14,577,159

 4. 製 品 期 末 た な 卸 高 68,381 12,719,687 85.1 56,987 14,520,171 85.3

売 上 総 利 益 2,231,969 14.9 2,492,361 14.7

Ⅲ  販売費及び一般管理費          

 1. 運 搬 費 573,485 643,587

 2. 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 1,620

 3. 役 員 報 酬 162,183 168,390

 4. 給 料 及 び 賞 与 285,817 313,126

 5. 賞 与 引 当 金 繰 入 額 31,808 31,090

 6. 役員退職慰労引当金繰入額 13,898 15,248

 7. 退 職 給 付 費 用 31,030 34,356

 8. 法 定 福 利 費 34,547 38,591

 9. 福 利 厚 生 費 37,757 42,805

10. 旅 費 交 通 費 35,953 51,615

11. 減 価 償 却 費 14,635 16,179

12. 研 究 開 発 費 116,867 146,734

13. 地 代 家 賃 20,867 20,426

14. そ の 他 164,485 1,523,337 10.2 225,910 1,749,682 10.3

　  営 業 利 益 708,632 4.7 742,679 4.4

Ⅳ  営 業 外 収 益          

 1. 受 取 利 息 24,551 13,441

 2. 受 取 配 当 金 5,425 5,725

 3. 受 取 地 代 家 賃 14,349 15,084

 4. 受 取 保 険 金 16,813 10,066

 5. そ の 他 21,269 82,408 0.6 23,696 68,015 0.4

Ⅴ  営 業 外 費 用          

 1. 支 払 利 息 192,580 176,823

 2. 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 17,539

 3. そ の 他 5,030 197,610 1.3 2,763 197,126 1.2

経 常 利 益 593,430 4.0 613,567 3.6
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(単位：千円)

第 4 3 期     
自　平成 12年５月１日
至　平成 13年３月31 日

第 4 4 期     
自　平成 13年４月１日
至　平成 14年３月31 日

期　　別

　科　　目
金　　　　　額 百分比 金　　　　　額 百分比

％ ％

Ⅵ  特 別 損 失          

 1.  固 定 資 産 売 却 損            5,021 7,319

 2.  固 定 資 産 廃 棄 損            20,344 33,889

 3.  投 資 有 価 証 券 評 価 損            150,745 36,417

 4.  会 員 権 売 却 損            － 1,538

 5.  会 員 権 評 価 損            47,125 3,550

 6.  貸 倒 引 当 金 繰 入 額            53,932 277,169 1.9 3,300 86,014 0.5

　　 税 引 前 当 期 純 利 益            316,261 2.1 527,552 3.1

　　 法人税、住民税及び事業税            272,799 279,554

　　 法 人 税 等 調 整 額            △　 130,009 142,789 0.9 △　  49,293 230,260 1.4

　　 当 期 純 利 益            173,471 1.2 297,292 1.7

　　 前 期 繰 越 利 益            153,635 196,695

　　 当 期 未 処 分 利 益            327,107 493,988
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重要な会計方針

　(１)有価証券の評価基準及び評価方法

　　　①子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
　　　②その他有価証券
　　　　  時価のあるもの…………………事業年度末の市場価格に基づく時価法

 　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

　　　　  時価のないもの…………………移動平均法による原価法

　(２)デリバティブ等の評価基準及び評価方法
　　　  デリバティブ……………時価法

　(３)たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　①製品および仕掛品

　　　 　 プレス成形部品（試作品を除く。）
　　　　　 　　　　　　　 ……総平均法による原価法
　　　 　 そ の 他 金 型 等        ……個別法による原価法

　　　②原 材 料         ……総平均法による原価法
　　　③貯 蔵 品         ……最終仕入原価法による原価法

　(４)固定資産の減価償却の方法
　　　①有 形 固 定 資 産         ……定率法（ただし、建物については定額法）
　　　 　　 なお、主な科目の耐用年数は以下のとおりであります。

　　 　　 建 物        ……３～47年
　　　 　 機 械 及 び 装 置        ……８～12年
　　 　　 工 具 器 具 備 品        ……２～15年

　　　②無 形 固 定 資 産         ……定額法
　　　③投 資 不 動 産         ……定額法

  (５)繰延資産の処理方法
　　　①社債発行費

 支出時に全額費用処理しております。

　　　②社債発行差金
 社債償還期間（２年）にわたって均等償却しております。

　(６)引当金の計上基準
　　　①貸 倒 引 当 金         ……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。
　　　②賞 与 引 当 金         ……従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期負担額を計

上しております。
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　　　③退職給付引当金         ……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
および年金資産の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（15年）    による定額法により按分した額をそれ
ぞれ翌事業年度から費用処理しております。

なお、会計基準変更時差異（451,137千  円）は、平成13年  ３月期から15年 
による按分した額をそれぞれ翌事業年度から費用処理しております。

　　　④役員退職慰労引当金         ……役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

　(７)外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　　　  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。

　(８)リース取引の処理方法
　　　  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　(９)ヘッジ会計の方法
　　  ①ヘッジ会計の方法

　　 　　 金利スワップ取引については、特例処理を採用しております。
　　  ②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　 　　 ヘッジ手段………金利スワップ取引

　　 　　 ヘッジ対象………変動金利借入金
　　  ③ヘッジ方針
　　 　　 金利変動リスクを回避するため、金利スワップ取引を利用しております。

　　  ④ヘッジ有効性評価の方法
　　 　　 金利スワップの特例処理の適用要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

　(10 )その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　　  消費税等の会計処理
　　　  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

追　加　情　報

　自己株式
    前事業年度まで資産の部に表示していた自己株式（前事業年度末24千  円）は、当事業年度末におい
ては資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示しております。
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注   記   事   項
（貸借対照表関係）

第 4 3 期       
（平成13年３月31日）

第 4 4 期       
（平成14年３月31日）

1. 担保資産及びその対応債務
 工場財団に属している資産

1. 担保資産及びその対応債務
 工場財団に属している資産

　建 物 1,317,288 千円 　建 物 1,256,629 千円

　機 械 及 び 装 置 870,570 　機 械 及 び 装 置 680,556

　工 具 、 器 具 及 び 装 置 9,544 　工 具 、 器 具 及 び 装 置 7,211

　土 地 490,182 　土 地 490,182

計 2,687,585 計 2,434,580

上記に対応する債務 上記に対応する債務

　短 期 借 入 金 190,000 千円 　短 期 借 入 金 － 千円

　一年内返済予定長期借入金 1,691,940 　一年内返済予定長期借入金 1,269,350

　長 期 借 入 金 3,668,400 　長 期 借 入 金 3,627,290

計 5,550,340 計 4,896,640

   工場財団に属していない資産    工場財団に属していない資産

　建 物 29,164 千円 　建 物 27,698 千円

　土 地 80,363 　土 地 80,363

　投 資 有 価 証 券 225,280 　投 資 有 価 証 券 236,720

計 334,807 計 344,782

上記に対応する債務 上記に対応する債務

　短 期 借 入 金 100,000 千円 　短 期 借 入 金 － 千円
　一年内返済予定長期借入金 243,640 　一年内返済予定長期借入金 311,810

　長 期 借 入 金 1,048,690 　長 期 借 入 金 1,306,080

計 1,392,330 計 1,617,890

2. 会社が発行する株式の総数 32,000,000 株 2. 会社が発行する株式の総数 32,000,000 株

   発 行 済 株 式 の 総 数            8,771,000 株    発 行 済 株 式 の 総 数            8,771,000 株

3. 保証債務 3. 保証債務

　子会社(タイ・マルジュン社)の金融機関からの借入金
に対して保証をしております。

　次の関係会社の金融機関からの借入金に対して保証を
しております。

96,950 千円 保　証　先 金 額 (千円) 内　容

(35,000 千ﾀｲﾊﾞｰﾂ) ㈱ホンダ四輪販売丸順 685,564 借入債務

タイ・マルジュン社 321,300 借入債務

計 1,006,864

――――――――――― 4. 当座借越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行
５行と当座借越契約を締結しております。これら契約に
基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであ
ります。
　 当 座 借 越 極 度 額 2,150,000 千円

　借 入 実 行 残 高 900,000

差引額 1,250,000

5. 期末日満期手形 5. 期末日満期手形
　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を
もって決済処理しております。なお、当期末日が金融機
関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残
高に含まれております。

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を
もって決済処理しております。なお、当期末日が金融機
関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残
高に含まれております。

　受 取 手 形 16,643 千円 　受 取 手 形 4,445 千円
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（損益計算書関係）
第 4 3 期     

自　平成12年５月１日
至　平成13年３月31 日

第 4 4 期     
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31 日

1. 研究開発費の総額は次のとおりであります。 1. 研究開発費の総額は次のとおりであります。

　　一般管理費および当期製造 　　一般管理費および当期製造

　　費用に含まれる研究開発費 428,816 千円 　　費用に含まれる研究開発費 642,607 千円

2. 営業外収益のうち、関係会社との取引は次のとおりで
あります。

2. 営業外収益のうち、関係会社との取引は次のとおりで
あります。

　　受 取 利 息 22,210 千円 　　受 取 利 息 11,886 千円

3. 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 3. 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　　機 械 及 び 装 置 4,839 千円 　　機 械 及 び 装 置 7,276 千円

　　車 輌 運 搬 具 53 　　車 輌 運 搬 具 42

　　工 具 、 器 具 及 び 備 品 127 計 7,319

計 5,021

4. 固定資産廃棄損の内訳は次のとおりであります。 4. 固定資産廃棄損の内訳は次のとおりであります。

　　建 物 2,823 千円 　　建 物 932 千円

　　機 械 及 び 装 置 11,455 　　機 械 及 び 装 置 26,850

　　車 輌 運 搬 具 146 　　車 輌 運 搬 具 133

　　工 具 、 器 具 及 び 備 品 5,920 　　工 具 、 器 具 及 び 備 品 5,973

計 20,344 計 33,889
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（リース取引）
第 4 3 期     

自　平成12年５月１日
至　平成13年３月31 日

第 4 4 期     
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31 日

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
および期末残高相当額

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
および期末残高相当額

取 得 価 額

相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

期 末 残 高

相 当 額

取 得 価 額

相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

期 末 残 高

相 当 額
機 械 及 び
装 置

千円
731,286

千円
380,609

千円
350,677

機 械 及 び
装 置

千円
856,032

千円
494,241

千円
361,790

車 両
運 搬 具 3,336 333 3,002

車 両
運 搬 具 3,336 1,000 2,335

工具、器具
及 び 備 品 417,833 280,111 137,722

工具、器具
及 び 備 品 253,076 149,018 104,058

合 計 1,152,455 661,054 491,401 合 計 1,112,444 644,259 468,184

　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定しておりま
す。

　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定しておりま
す。

2. 未経過リース料期末残高相当額 2. 未経過リース料期末残高相当額

    １ 年 内          170,538 千円     １ 年 内          162,065 千円

    １ 年 超          320,863     １ 年 超          306,118

    合 計          491,401     合 計          468,184

　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法により算
定しております。

　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法により算
定しております。

3. 支払リース料および減価償却費相当額 3. 支払リース料および減価償却費相当額

    支 払 リ ー ス 料          171,522 千円     支 払 リ ー ス 料          185,009 千円

    減 価 償 却 費 相 当 額          171,522     減 価 償 却 費 相 当 額          185,009

4. 減価償却費相当額の算定方法 4. 減価償却費相当額の算定方法
   　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。
同　　　　　左
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（有価証券）

第 4 3 期       
（平成13年３月31 日）

第 4 4 期       
（平成14年３月31 日）

　前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」および当
連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連株
式で時価のあるものは除く）に関する注記については、
連結財務諸表における注記事項として記載しておりま
す。なお、当期（平成13年３月31日        現在）における子会
社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ
ん。

――――――――――――

（税効果会計）
第 4 3 期       

（平成13年３月31 日）
第 4 4 期       

（平成14年３月31 日）

1. 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 1. 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産 　繰延税金資産
投 資 有 価 証 券            66,373 千円 投 資 有 価 証 券            81,483 千円
子 会 社 株 式            56,954 子 会 社 株 式            56,954
会 員 権            18,701 会 員 権            18,980
未 払 事 業 税            10,762 未 払 事 業 税            11,370
貸 倒 引 当 金            26,693 貸 倒 引 当 金            26,692
賞 与 引 当 金            53,005 賞 与 引 当 金            69,011
退 職 給 付 引 当 金            31,428 退 職 給 付 引 当 金            47,292
役 員 退 職 慰 労 引 当 金            113,871 役 員 退 職 慰 労 引 当 金            116,070
そ の 他            12,112 そ の 他            11,341
繰 延 税 金 資 産 小 計          389,905 繰 延 税 金 資 産 小 計          439,198

評 価 性 引 当 額            △　56,954 評 価 性 引 当 額            △　56,954
繰 延 税 金 資 産 合 計          332,951 繰 延 税 金 資 産 合 計          382,243

　繰延税金負債 　繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 261,689 その他有価証券評価差額金 287,056
繰 延 税 金 負 債 合 計          261,689 繰 延 税 金 負 債 合 計          287,056
繰延税金資産の純額          71,260 繰延税金資産の純額          95,187

　

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間
に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な
項目別の内訳

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間
に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な
項目別の内訳

　法定実効税率 41.1％ 　法定実効税率 41.1％
（調　整） （調　整）
　交際費等永久に損金に算入されない項目 3.6 　交際費等永久に損金に算入されない項目 2.5
　住民税均等割 0.4 　住民税均等割 0.2
　その他 0.0 　その他 △ 0.1
　税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.1 　税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.7
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３．利 益 処 分 案          
 (単位：千円)

第 4 3 期     
自　平成12 年５月１日
至　平成13 年３月31 日

第 4 4 期     
自　平成 13年４月１日
至　平成 14年３月31 日

期　　別

　科　　目
金　　　　　額 金　　　　　額

Ⅰ  当 期 未 処 分 利 益          327,107 493,988

Ⅱ  利 益 処 分 額          

 1.  利 益 準 備 金            7,400 －

 2.  配 当 金            57,011 87,709

 3.  役 員 賞 与 金            16,000 16,000

     （うち監査役賞与金）            (450) (600)

 4.  任 意 積 立 金            

 (1) 別 途 積 立 金            50,000 130,411 200,000 303,709

Ⅲ  次 期 繰 越 利 益          196,695 190,279
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４．役 員 の 異 動          (平成14年６月25日付予定)

（１）新任取締役候補

常 務 取 締 役              宮  本  誠  二   （現 社長付 参事）
取 締 役              吉  田  正  治   （現 部品事業本部 養老開発センターダイテック部長）

非 常 勤 取 締 役              廣  澤  藤  男   （現 参事、タイ・マルジュン社 取締役社長）

（２）新任監査役候補

常 勤 監 査 役              清  水  忠  義   （現 取締役 金型事業本部 上石津部品工場長）

非 常 勤 監 査 役              片  岡  信  恒   （現 片岡法律事務所 弁護士）

     
（３）退任予定取締役

名 誉 会 長              今  川  順  夫   （現 代表取締役会長）

相 談 役              山  口  義  彦   （現 代表取締役専務取締役 金型事業本部長）

常 勤 監 査 役              清  水  忠  義   （現 取締役 金型事業本部 上石津部品工場長）

（４）退任予定監査役

顧 問              小 田 元 博 一   （現 非常勤監査役）

（５）昇格予定取締役

代表取締役副社長      西  村      徹   （現 代表取締役専務取締役 営業本部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   兼部品事業本部長）
常 務 取 締 役              久  瀬  文  夫   （現 取締役 部品事業本部副本部長（生産・品質担当）

兼浅西工場長兼浅西工場品質保証部長 ）

        


